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書類作成の留意事項

１ 応募提案書類等の種類

応募提案書類等は、次のとおり各書類別に分冊として提出してください。なお、提案説明書及び

建築基本計画図書の表紙には、表紙の例にならって、事業名称、書類名称及び提案者記号（一次審

査の後に通知します。）を記載してください。

（１）書類

①提案概要書

②提案申込書

③企画提案書

④建築基本計画図書

２ 提案概要書及び提案申込書

各書類については、１部作成の上、提出してください。なお、提案概要書は優先交渉権者として公

表する際に、ホームページや報道機関等へ公表します。

３ 企画提案書

企画提案書は、次の仕様に従って提出してください。

（１）提出部数 ２０部（Ａ４判縦長 左綴じ 両面５０ページ程度）

但し、様式６－８、別表１，別表２は A３判片面
（２）データ提供 書類とあわせてデータ（Microsoft Word 又は Excel（図面については PDF 形

式））でもあわせて提出してください。

（３）その他 提案内容については、フォント 10.5ポイント以上（図中の文字は除きます）
とし、具体的かつ簡潔に記述してください。また、様式中に記載のある説明

文や注意書きは削除しても構いません。

４ 建築基本設計図書

（１）提出部数 ２０部（A３判横長 左綴じ 片面印刷）

（２）データ提供 書類とあわせてデータ（Microsoft Word 又は Excel（図面については PDF 形

式））でも提出してください。

（３）その他 提案内容については、フォント 10.5ポイント以上（図の中の文字は除きます）
とし、具体的かつ簡潔に記述してください。
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〈様式１〉

平成 29年 月 日

質問者 住所

商号又は名称

担当者（連絡先） 所属

氏名

電話番号

ＦＡＸ番号

E-Mailアドレス

質 問 書

青島ビーチサイド活性化プロジェクトについて、次のことを質問いたしますので、回答願います。

記

※注１）質問事項はできる限り簡潔にまとめ、上記様式に従い募集要項の関連ページを付記してくださ

い。

※注２）なお、1枚で収まらない場合は、適宜用紙を追加して作成してください。

１

について（募集要項 ｐ ）

２

について（募集要項 ｐ ）

３

について（募集要項 ｐ ）
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〈様式２－１〉

平成 29年 月 日

事業概要書（事前確認用）

住所

商号又は名称

代表者氏名

１ 事業の概要〈箇条書きで記載〉

・

・

・

２ 設置する建物等

３ 建物以外の機能（パブリックな広場、駐車場、遊歩道など）

注）表については、適宜修正して作成してください。なお、欄が不足する場合は適宜追加してください。

建物１ 事業内容

運営主体 ※テナント等（予定）を記載

建物の内容 ※棟数、構造、面積、色彩、高さ等を記載

建物２ 事業内容

運営主体

建物の内容

建物３ 事業内容

運営主体

建物の内容

その他１ 事業内容

運営主体

建物の内容

その他２ 事業内容

運営主体

建物の内容

（フリガナ）

所属・担当者氏名

電話番号

FAX番号
E-mailアドレス
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〈様式２－２〉

施設配置図（イメージ）

◇施設配置図には、事業ごとに建物の位置や敷地の範囲が分かるようにした上で、建物ごとに次の事項を記載してください。

①建物の事業内容

②敷地面積、建物面積、延べ床面積

◇その他、遊歩道や駐車場、植栽等のイメージが分かれば、合わせて記載してください。
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〈様式３－１〉

応募意思申請書

平成 年 月 日

宮崎市大字折生迫財産区

管理者 殿

代表構成員 住所

商号又は名称

代表者氏名 ㊞

（複数企業で応募する場合）

構成員 住所

商号又は名称

代表者氏名 ㊞

構成員 住所

商号又は名称

代表者氏名 ㊞

構成員 住所

商号又は名称

代表者氏名 ㊞

「青島ビーチサイド活性化プロジェクト」の募集に参加予定であるため、募集要項の内容を承諾

の上、一次審査（参加資格の審査）に係る書類を添えて、応募の意思を表明します。

代表構成員の事務担当者の連絡先

※企業グループで申請する場合は、構成企業等全てを記入してください。記入欄が不足する場合は、

適宜用紙を追加して下さい。

所 属

（フリガナ）

役職 氏 名

電話番号

FAX番号
E-mailアドレス
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〈様式３－２〉

構成企業調書

注）企業グループで申請する場合は、構成企業等全てを記入してください。記入欄が不足する場合は、適宜用紙を追加して下さい。

企業等名 本社／

支店等名

左記

代表者名

左記

所在地

担当部署 企業等概要

（支店等で応募の場合のみ記入） 左記本社／支

店等従業員数

（常用雇用者

数）

自己資本

比率（％）

直近年売上高

（百万円）

業種

（主な事業）

備考

所在都道

府県及び

市区町村

代表者名 従業員数（常用雇

用者数）

代表

構成員

（○年）

上記以

外の構

成企業
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〈様式３－３〉

委 任 状

構成員 住所

商号又は名称

代表者氏名 ㊞

構成員 住所

商号又は名称

代表者氏名 ㊞

構成員 住所

商号又は名称

代表者氏名 ㊞

構成員 住所

商号又は名称

代表者氏名 ㊞

下記の者を代表構成員とし、「青島ビーチサイド活性化プロジェクト」にかかる覚書の取り交わし

の日まで、財産区との協議・契約にかかる全ての権限を委任します。

記

（受任者）

代表構成員 住所

商号又は名称

代表者氏名 ㊞
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〈様式３－４〉

事業実績にかかる書類

募集要項に関連する類似実績については次のとおり。

注１）参考となる資料やパンフレット等ありましたら添付してください。

注２）記入する欄が不足する場合は、適宜追加してください。

商号又は名称 主な類似事業の実績

〈代表構成員）

〈構成員〉

（構成員〉

〈構成員〉

〈構成員〉
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〈様式４〉

提案概要書〈公表用〉

◇企画提案書の内容を基にイメージ図を用いて概要書を作成してください。

◇事業のネーミングや事業概要については、説明文として必ず記載してください。
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〈様式５〉

平成 年 月 日

提案申込書

宮崎市大字折生迫財産区

管理者 殿

提案者記号〔 〕

代表構成員 商号又は名称

所 在 地

代表者職・氏名

「青島ビーチサイド活性化プロジェクト」の応募要項に基づき、企画提案書関係書類一式

を提出します。

代表構成員の事務担当者の連絡先

所 属

（フリガナ）

役職 氏 名

電話番号

FAX番号
E-mailアドレス
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〈企画提案書 表紙の例〉

青島ビーチサイド活性化プロジェクト

企画提案書

提案者記号〔 〕
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〈様式６－１〉

事業理念

◇当該用地において、事業を展開するにあたっての理念やねらい等を記載してください。

なお、地域の特性などを考慮して、青島らしさの演出の方法などもあわせて記載してく

ださい。
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〈様式６－２〉

基本方針

◇事業の募集要項に沿った事業を実施するための基本方針を記載してください。なお、次

の事項については必ず記載してください。

①事業〈エリア〉のネーミング

②提案のポイント（募集要項で規定する観光拠点の機能等）

③代表構成員と構成員の役割分担
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〈様式６－３〉

整備施設の一覧

注１）主な建物や整備する内容などを全て記入してください。

注２）記入欄が不足する場合は、適宜用紙を追加してください。

施設区分
構造・棟数・敷地面積

建物面積・延床面積等
内容

【建物】

【建物以外（遊歩道、パブリックな空間、ビーチカルチャーの拠点等）】

駐車場
（台数、有料（○○円）or無料）

合計
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〈様式６－４〉

設計の考え方

注）デザインの考え方を伝えるために、必要があれば任意書式でイメージ図等を提出してください。

◇募集要項の整備の考え方を具体化するためのエリア全体の施設配置の考え方や設計のコ

ンセプト等を記載してください。なお、次の事項は必ず記載してください。

①人の流れの考え方

②景観や自然を生かした設計

③バリアフリー

④環境への配慮

⑤コミュニティ形成の考え方



16

〈様式６－５－１〉

整備計画の概要書（公園事業）

◎建物全体

建物№１

建物No.２

注１）公園事業と特認地域の区別については、青島ビーチサイド活性化プロジェクト事前確認で確認を

行ってください。

注２）それぞれ３棟以上設置する場合、表を追加して作成してください。

建物数計 建築面積計（㎡）①

敷地面積計（㎡）② 建ぺい率①／②（％）

容積対象床面積計③（㎡） 容積率②／③（％）

駐車場面積（㎡） 緑化面積（㎡）④

施設建設費（百万円） 緑化率 ④／②（％）

建物の名称 建物の機能

構造・階数 高さ（ｍ）

床面積（㎡）

用途別（㎡） ㎡

㎡

㎡

共用部分

○○事業部分

○○店舗部分

棟・階数
共用

部分

○○事

業部分

○○店

舗部分
備考

○○棟１階

○○棟 2階
△△棟 1階
･･･

㎡ ㎡ ㎡

建物の名称 建物の機能

構造・階数 高さ（ｍ）

床面積（㎡）

用途別（㎡） ㎡

㎡

㎡

共用部分

○○事業部分

○○店舗部分

棟・階数
共用

部分

○○事

業部分

○○店

舗部分
備考

㎡ ㎡ ㎡
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〈様式６－５－２〉

整備計画の概要書（特認地域）

◎建物全体

建物№１

建物No.２

注１）公園事業と特認地域の区別については、青島ビーチサイド活性化プロジェクト事前確認で確認を

行ってください。

注２）それぞれ３棟以上設置する場合、表を追加して作成してください。

建物数計 建築面積計（㎡）①

敷地面積計（㎡）② 建ぺい率①／②（％）

容積対象床面積計③（㎡） 容積率②／③（％）

駐車場面積（㎡） 緑化面積（㎡）④

施設建設費（百万円） 緑化率 ④／②（％）

建物の名称 建物の機能

構造・階数 高さ（ｍ）

床面積（㎡）

用途別（㎡） ㎡

㎡

㎡

共用部分

○○事業部分

○○店舗部分

棟・階数
共用

部分

○○事

業部分

○○店

舗部分
備考

○○棟１階

○○棟 2階
△△棟 1階
･･･

㎡ ㎡ ㎡

建物の名称 建物の機能

構造・階数 高さ（ｍ）

床面積（㎡）

用途別（㎡） ㎡

㎡

㎡

共用部分

○○事業部分

○○店舗部分

棟・階数
共用

部分

○○事

業部分

○○店

舗部分
備考

㎡ ㎡ ㎡
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〈様式６－６〉

事業展開・企画の考え方

◇誘客や交流人口の増加に向けて、開業後の事業展開の考え方やソフト事業、イベントの

企画等について記載してください。

◇リピーターを確保していくための考え方や具体的方策を記載してください。

◇直営での収益事業を計画している場合は、事業収支の見込みなども分かるように記載し

てください。
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〈様式６－７〉

テナント等の誘致計画

◇テナント誘致に向けた計画や直営事業などの事業計画等を記載してください。
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〈様式６－８〉

主要な入居予定テナント等一覧表

注１） 備考欄には、特記事項がある場合に記入してください。

注２） 施設名称が明示できない場合は、業種・業態と予定面積のみ記載でも構いません。

注３） 欄が不足する場合は、追加してください。

建物の

名称（No）
業種・業態 賃貸の状況等

（賃貸料）

施設名称 運営主体 備考

法人名 代表者名 所在地（都道府

県・市町村）

資本金

（百万円）

連絡先

電話番号

担当者部署・役

職・氏名
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〈様式７－１〉

経営の見通し

注１）別表１「長期資金計画（企画提案書ベースの資金計画表）」及び別表２「長期資金計画（損益分岐

点ベースの資金計画）」を作成し添付してください。

注２）長期資金計画（損益分岐点ベースの資金計画）は、提案者が想定している損益分岐点ラインをベ

ースとした資金計画表を作成してください。

◇事業推進に必要な資金調達の見通しや、安定した経営に向けての見通しを記載してくだ

さい。
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〈様式７－２〉

資金調達計画

（１）自己資金〈構成員からの出資を含む）

（２）借入金

（３）その他〈出資等）

調達先 調達金額 返済方法（金利、返済期間）

調達先 調達金額 返済方法（金利、返済期間） 関心表明等の有無

調達先 調達金額 返済方法（金利、返済期間） 関心表明等の有無
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〈様式７－３－１〉

資金計画根拠資料（収入関係）

◇長期資金計画（別表１）の補足資料となるよう、必要な項目について、できるだけ詳細に

記載してください。

（１）収入根拠

【家賃・賃料収入】

※様式６－７～８との整合性を図ること

【事業収入】

※様式６－６との整合性を図ること

【その他収入】

種別 年額 備考（算定根拠等）

種別 年額 備考（算定根拠等）

種別 年額 備考（算定根拠等）
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〈様式７－３－２〉

資金計画根拠資料（支出関係）

◇長期資金計画（別表１）の補足資料となるよう、必要な項目について、できるだけ詳細に

記載してください。

（２）支出根拠

【初期費用（開発・建築工事費等）】

【法人税等】

【その他の経費】

【減価償却費】

【公租公課（建物）】

※注）項目や欄の追加削除など、必要に応じて様式を変更してください。

種別 事業費 備考（算定根拠等）

種別 年額 備考（算定根拠等）

法人税

法人事業税

県民税

市民税

種別 初期費用 備考（算定根拠等）

割合 償却方法 償却期間 残存簿価

建築

設備

税率 評価割合 改定率 改定期間

固定資産税

都市計画税
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〈様式７－４〉

事業推進体制

◇定期借地権設定後から開業までの整備事業を推進するための体制と具体的な事業スケジ

ュールを記載してください。
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〈様式７－５〉

運営体制

◇本事業全体の長期間にわたり、安定的、効率的な運営ができる運営組織体制の考え方を、

記入例を参考に作成してください。

◇本事業の統括マネージャー、経営企画面でのアドバイザー、ソフト運営に参画するスペ

シャリスト等、人的な面で特記すべき内容があれば、サポート体制やプロフィール等を

記載してください。
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（運営組織体制の記入例）

①事業準備期間中

②事業実施期間中

「〇〇グループ」「△△株式会社」

構成企業（3社）

Ａ 社

Ｂ 社

Ｃ 社

プロジェクト推進支援

(株)〇〇

コンプライアンス支援

(株)〇〇

資金調達支援

〇〇

〇〇支援

〇〇

委託契約

(株)〇〇

(株)〇〇

(株)〇〇

賃料

出資

融資

出資

委託契約

委託契約

請負契約

委託契約

委託契約

プロジェクト推進支援

(株)〇〇

設計／工事監理

(株)〇〇

施工（３社ＪＶ）

〇〇

●●

△△

テナント

宿泊

飲食 物販

〇〇

出資（４社）

( 株 ) 〇 ( 株 ) 〇

( 株 ) 〇 ( 株 ) 〇

出資機関

〇〇ﾌｧﾝﾄﾞ〇〇機構

金融機関

幹事銀行 〇〇銀行

施設維持管理

(株)〇〇

資産運用管理

(株)〇〇

「
〇
〇
会
社
」
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〈様式７－６〉

リスク管理に関する提案

◇募集要項の内容を踏まえ、事業の推進に際して、リスク管理に関する次の内容について

の提案を、具体的に記載してください。

①事業期間において発生が予測されるリスクの種別

②リスクに対する対応策（財産区との関係）

③リスク軽減に向けた取り組みや提案
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〈様式８－１〉

地域への波及効果の考え方

◇宮崎市第三次観光振興計画の内容を踏まえ、次の項目についての考え方を記載してくだ

さい。

①地域の事業者や青島ファンとの連携の考え方や取り組み方針

②来場者の周遊性向上や交流人口増加による地域への波及効果

③観光拠点が核となった青島ファンによるコミュニティ形成に向けた考え方
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〈様式８－２〉

地域への経済効果の考え方

◇地域への直接的な経済効果について、次の項目についての考え方を記載してください。

①新規就労者の見込みや地域からの雇用等について

②施設整備や開業後の運営における地域の事業者への委託について
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〈様式９〉

その他の提案

◇望ましい機能（加点機能）やその他の機能として効果的な機能等があれば記載してくださ

い。その際、次の項目については必ず記載してください。

①加点機能の内容及び効果的な活用に向けた提案

②その他の機能で、地域活性化に資する機能とその理由
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〈建築基本計画図書 表紙の例〉

青島ビーチサイド活性化プロジェクト

建築基本計画図書

提案者記号〔 〕
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添付資料

１ 建築基本設計図書

（１）図面の仕様等

１）サイズ等 Ａ３判 横長 左綴じ 片面横書き

２）提出部数 ２０部

３）図面名称・図面番号

各図面の下に図面名称及び図面番号を記入すること。

図面番号は通し番号とし、「図面番号／図面総数」で表示すること。

４）事業対象用地外の取扱い

全ての図面において、必要がある場合は、周辺施設等を盛り込んでも差し支えない。

（２）内容の構成

１) 表紙〈任意〉

２）全体計画（配置）図（縮尺適宜）

事業用地に接する道路及びビーチを含む全体計画図を作成すること。

３）導線計画図（縮尺適宜）

来場者を誘導する導線の計画をわかりやすく表現すること。

４）主要断面図（縮尺適宜）

各主要施設の平面図及び立面図を作成すること。

５）外観パース図（カラー）（縮尺適宜）

外観パース図２面（別方向からのもの）及びアイレベルの景観パース図 1面を作成すること。

６）重要箇所のパース図（カラー）（縮尺適宜）

提案にあたって重要なポイントとなるパース図を作成すること。

７）その他資料

審査を行う上で参考となる資料があれば、任意で添付することができます。

２ 整備計画の模型等の提出

二次審査（プレゼンテーション）において、任意で折生迫広場及び青島ビーチを含むエリアの整備状

況がわかる模型（縮尺適宜）やイメージ映像等を追加資料として提出する事ができます。追加資料とし

て提出をする場合は事前に事務局まで連絡をお願いします。



〈別表１〉

長期資金計画表（企画提案書ベースの資金計画表）

営業開始年度 -2 -1 開業時 1 2 3 4 5 ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ 計

年度

賃料収入（その他）

駐車場収入

収益　計

支払地代

減価償却

公租公課

維持管理費

費用　計

営業開始年度 -2 -1 開業時 1 2 3 4 5 ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ 計

年度

事業費（施設整備費等）

開業費（開業準備費）

短期借入金返済

長期借入金返済

資金需要　計

前期繰越金（イ）

自己資金

税引後利益

減価償却費

短期借入金調達

長期借入金調達

出資金

資金調達　計

次期繰越金（ロ）
（調達計－需要計）
当期剰余金（ハ）
（ロ）-（イ）

保証金・敷金残高

長期借入金残高

短期借入金残高

負債残高　計

長期借入金利率

短期借入金利率

注）記載欄が不足する場合は、様式を適宜追加してください。また、様式の一部変更も可とします。

（金額単価：百万円）

営業利益　計

出資配当

税引前利益　計

法人税　計

税引後利益　計

営
業
収
入

剰
余

負
債
残
高

収
支
計
画

営
業
支
出

資
金
計
画

資
金
需
要

資
金
調
達



〈別表２〉

長期資金計画表（損益分岐点ベースの資金計画）

営業開始年度 -2 -1 開業時 1 2 3 4 5 ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ 計

年度

賃料収入（その他）

駐車場収入

収益　計

支払地代

減価償却

公租公課

維持管理費

費用　計

営業開始年度 -2 -1 開業時 1 2 3 4 5 ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ 計

年度

事業費（施設整備費等）

開業費（開業準備費）

短期借入金返済

長期借入金返済

資金需要　計

前期繰越金（イ）

自己資金

税引後利益

減価償却費

短期借入金調達

長期借入金調達

出資金

資金調達　計

次期繰越金（ロ）
（調達計－需要計）
当期剰余金（ハ）
（ロ）-（イ）

保証金・敷金残高

長期借入金残高

短期借入金残高

負債残高　計

長期借入金利率

短期借入金利率

注）記載欄が不足する場合は、様式を適宜追加してください。また、様式の一部変更も可とします。

（金額単価：百万円）

営業利益　計

出資配当

税引前利益　計

法人税　計

税引後利益　計

営
業
収
入
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余
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高
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